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1. 概要

本資料は，再処理施設に対する,第１回設工認申請（令和２年 12 月 24 日

申請）のうち,以下に示す添付書類の竜巻防護対策設備の耐震計算書を補

足説明するものである。 

・再処理施設 添付書類「Ⅳ-２-１-４-２ 波及的影響を及ぼすおそれ

のある下位クラス施設の耐震性についての計算書」

2. 耐震評価方針

竜巻防護対策設備は，竜巻により生じる飛来物が竜巻防護対象施設に衝

突することを防止する機能を有しており，防護ネットを主体とする設備又

は防護板を主体とする設備の２種類がある。竜巻防護対策設備は，主要構

造部材である支持架構に防護ネット又は防護板が設置されている構造と

なっている。各竜巻防護対策設備（以下，各設備という。）の構造概要に

ついては別紙にて示す。 

耐震Ｃクラスである竜巻防護対策設備の耐震評価は，防護対象施設が上

位クラスであることから，添付書類「Ⅳ-２-１-４-１ 波及的影響を及ぼ

すおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づき，上位クラス施

設の設計に適用する地震動を用いて，以下の観点で実施する。 

また，施設周辺地盤の液状化による影響が否定できない場合は，有効応

力解析により地盤液状化時の影響評価も合わせて実施する。 

（１）損傷，転倒及び落下による影響 

添付書類「Ⅳ-２-１-４-１ 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」の「３.１.４ 建屋外における下位クラス施設の

損傷，転倒及び落下の観点」に基づき，竜巻防護対策設備の損傷，転倒及

び落下により，上位クラス施設の安全機能を損なわないことを確認する。 

確認においては，竜巻防護対策設備の主要構造部材を対象とし，耐震評

価を実施する。 

（２）相対変位による影響

添付書類「Ⅳ-２-１-４-１ 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラ

ス施設の耐震評価方針」の「３.１.１ 不等沈下又は相対変位の観点」に

基づき，竜巻防護対策設備と上位クラス施設等との相対変位により，上位

クラス施設の安全機能を損なわないことを確認する。

確認においては，竜巻防護対策設備と上位クラス施設等との地震応答に

よる相対変位を想定しても，竜巻防護対策設備が上位クラス施設等に衝突

しない十分な距離を確保していることを評価する。 
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3. 考慮すべき荷重及び荷重の組合せの設定

3.1 耐震評価において考慮すべき荷重 

添付書類「Ⅳ-１-１ 耐震設計の基本方針」に基づき，以下のとおり考

慮すべき荷重を設定する。 

ａ．固定荷重（D） 

固定荷重は，持続的に生じる荷重である自重（支持架構（耐火被覆重

量を含む）防護ネット，防護板，取付金物等）とする。 

b．積雪荷重（LS）

積雪荷重は，六ヶ所村統計書における観測記録上の極値190cmに，建築

基準法施行令第八十六条に基づいた建築基準法の多雪区域における積雪

の単位荷重と，地震荷重の組み合わせを適用して，平均的な積雪荷重を

与えるための係数0.35を考慮した荷重とする。積雪荷重の設定範囲は，

各設備の投影面積に基づき設定する。 

c．地震荷重（Ss）

地震荷重は，基準地震動 Ss 又は 1.2Ss による地震荷重とし，添付書類

「Ⅳ１-１ 耐震設計の基本方針」の「4.設計用地震力」に基づき動的地

震力を算定する。 

各設備における地震荷重の算定方法の詳細については，別紙にて示す。 

d．風荷重（WL）

風荷重は，建築基準法施行令に基づく「平成 12 年建設省告示第 1454 号」

に定められた六ヶ所村の基準風速である 34m／ s とする。風荷重の算定に

あたっては，以下の建築基準法施行令第 87 条による式に基づき設定する。

風力係数等の施設の形状により異なる値及び受圧範囲については，各設備

にて設定する。

  WL ＝ q・Cf・A 

ここで， 

  q ＝0.6・E’・VO
2 

  E’＝Er
2・ Gf 

  Er ＝ 1.7・（H/ZG）α ・・・(H > Zb より)

（記号の説明）

WL ：短期風荷重（N） 

ｑ：速度圧（N/m2）  

Cf：風力係数 

A ：受圧面積 

E’：速度圧の高さ方向の分布を示す係数（平成12年建設省告示第1454

号による） 

5



3

Er：平均風速の高さ方向の分布係数

Gf：ガスト影響係数（Gf＝1） 

V0 ：その地方における基準風速 

（平成12年建設省告示第1454号により，34［m/s］）

H ：建築物の高さと軒の高さとの平均（m） 

Zb：地表面粗度区分に応じたパラメータ（Zb＝ 5[m]）  

ZG：地表面粗度区分に応じたパラメータ（ZG＝ 350[m]）  

α：地表面粗度区分に応じたパラメータ（α＝0.15）  

3.2 荷重の組合せ

竜巻防護対策設備の荷重の組み合わせにおける設計方針は，添付書類

「Ⅳ-２-１-４-１ 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐

震評価方針」に基づき，耐震設計上考慮すべき荷重について策定する。竜

巻防護対策設備は屋外に設置される施設であるため，以下のとおり地震荷

重に積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

D + 0.35LS + Ss + WL 

D ：固定荷重

LS：積雪荷重 

Ss：地震荷重

WL：風荷重
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4. 地震応答解析 

竜巻防護対策設備の動的解析に当たっては，添付書類「Ⅳ-１-１ 耐震

設計の基本方針」に基づき，施設の剛性，形状，構造特性，振動特性，減

衰特性を十分に考慮し，適切なモデルに置換した解析モデルを設定する。 

竜巻防護対策設備の地震応答解析モデルは，地盤及び構造物の地震時に

おける挙動の程度に応じて，その相互作用の影響を考慮する。動的解析法

は JEAG4601 に基づき実施することを基本とし，時刻歴応答解析法又は応

答スペクトルモーダル解析法を用いることとする。 

各設備における地震応答解析の詳細については，別紙にて示す。 

 

5. 許容限界の設定 

竜巻防護対策設備の耐震評価における許容限界は，以下のとおり設定す

る。 

（１）損傷，転倒及び落下による影響 

竜巻防護対策設備の主要構造部材の評価における許容限界は，添付書

類「Ⅳ-２-１-４-１ 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設

の耐震評価方針」に基づき，終局耐力を許容限界とする。終局耐力とし

ては，建築基準法施行令第 96 条及び「平成 13 年国土交通告示第 1024

号」に準拠し，設定した値を用いる。 

 

（２）相対変位による影響 

相対変位の評価における許容限界は，添付書類「Ⅳ-２-１-４-１ 波

及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づ

き，竜巻防護対策設備と上位クラス施設等との距離とする。 
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6. まとめ 

竜巻防護対策設備の耐震評価方針について，第６-１表に示す。 

 

第６-１表 竜巻防護対策設備の耐震評価方針 

分類 
設計対象 

竜巻防護対策設備 
竜巻防護対象施設 耐震評価部位 設計用地震動 

荷重の種類及び 

荷重の組合せ 
許容限界設定 

建
物
・
構
築
物 

安全冷却水Ｂ冷却塔 

飛来物防護ネット 
安全冷却水Ｂ冷却塔 支持架構 Ss D ＋ 0.35LS ＋ Ss ＋ WL 

安全冷却水Ｂ冷却塔 飛来物防護ネッ

トと安全冷却水Ｂ冷却塔の離隔距離。 

「建築基準法 政令第 96 条」及び「平

成 13 国土交通省告示第 1024 号」に準

拠した値を適用する。 

    

 

 

 

記号の説明 
D  ：固定荷重 

LS   ：積雪荷重 

Ss ：地震荷重 

WL ：風荷重 

 

他の竜巻防護対策設備については，後次回申請にて示す。 
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再処理施設　設工認に係る補足説明資料　別紙リスト 令和３年 12月10日　R7
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て

別紙２-４
高レベル廃液ガラス固化建屋の非常用所内電源系統，計測制御系統施設及び安全冷却水系設置室
の飛来物防護板の耐震性評価について

別紙２-５
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いて
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いて

別紙２-８
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1. 概 要
本 資 料 は ， 以 下 の 資 料 を 補 ⾜ 説 明 す る も の で あ る 。
・ 再 処 理 施 設  添 付 書 類 「 Ⅳ -２ -１ -４ -２ -１  安 全 冷 却 ⽔ Ｂ 冷 却 塔  ⾶

来 物 防 護 ネ ッ ト の 計 算 書 」

1.1 安 全 冷 却 ⽔ Ｂ 冷 却 塔  ⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト の 耐 震 設 計 の 考 え ⽅
1.1.1 構 造 概 要

安 全 冷 却 ⽔ Ｂ 冷 却 塔  ⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト（ 以 下 ，「 ⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト 」と
い う 。）は ，⻯ 巻 に よ り ⽣ じ る ⾶ 来 物 が 安 全 冷 却 ⽔ Ｂ 冷 却 塔 に 衝 突 す る こ と
を 防 ⽌ す る 機 能 を 有 し て お り ， 防 護 ネ ッ ト ， 防 護 板 及 び そ れ ら を ⽀ 持 す る
⽀ 持 架 構 で 構 成 さ れ る 。

⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト の 概 要 図 を 第 １ -１ 図 に ⽰ す 。

第 １ -１ 図  ⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト  概 要 図

防 護 板

⼤ 梁

ト ラ ス ⽔ 平 ブ レ ー ス

柱

ト ラ ス 柱

⼩ 梁

防 護 ネ ッ ト
座 屈 拘 束 ブ レ ー ス

ト ラ ス 鉛 直 ブ レ ー ス
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1.1.2 耐 震 構 造 の 検 討
⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト の ⽀ 持 架 構 に つ い て ， 構 造 を 検 討 す る に あ た り ， 第 １

-２ 図 に ⽰ す 冷 却 塔 及 び 周 辺 構 造 物（ 洞 道 ，道 路 ，分 析 建 屋 ，運 転 予 備 ⽤ 冷
却 ⽔ 冷 却 塔 ） に よ る 配 置 制 約 の も と ， 弾 性 ブ レ ー ス を 組 み 込 ん だ 暫 定 の 架
構 構 造 で 三 次 元 フ レ ー ム モ デ ル を 構 築 し ， 概 略 の 地 震 応 答 を 評 価 し た と こ
ろ ， 屋 根 ⾯ に あ る ト ラ ス 構 造 の 重 量 が ⼤ き い こ と か ら ， ⽀ 持 架 構 の 転 倒 モ
ー メ ン ト が ⽀ 持 架 構 基 礎 の 浮 上 り 限 界 モ ー メ ン ト を 超 え る こ と が 確 認 さ れ
た 。

⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト の ⽀ 持 架 構 は ， 転 倒 モ ー メ ン ト に 対 す る 基 礎 の 安 定 性
を 確 保 す る 必 要 が あ る こ と か ら ， 転 倒 モ ー メ ン ト に よ る ⽔ 平 荷 重 の 低 減 対
策 と し て 1.1.3 に て 構 造 概 要 を ⽰ す 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス を 採 ⽤ し て い る 。 座
屈 拘 束 ブ レ ー ス は ， ブ レ ー ス 材 と し て 働 く 中 ⼼ 鋼 材 を 鋼 管 と コ ン ク リ ー ト
（ モ ル タ ル ） で 拘 束 し ， 圧 縮 で も 座 屈 さ せ ず に ， 引 張 と 同 様 に ， 安 定 的 に
塑 性 化 す る よ う に し た ブ レ ー ス で あ る 。 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 中 ⼼ 鋼 材 と コ
ン ク リ ー ト の 間 に は 特 殊 な 緩 衝 材 （ ア ン ボ ン ド 材 ） を ⽤ い る こ と に よ り ，
座 屈 拘 束 材 （ 鋼 管 と コ ン ク リ ー ト ） に は 軸 ⼒ が 加 わ ら な い 機 構 に な っ て い
る 。 こ の 組 合 せ に よ り ， 引 張 ・ 圧 縮 と も に 同 性 状 の 安 定 し た 履 歴 特 性 を 持
つ 制 振 ダ ン パ ・ 耐 震 部 材 と し て 使 ⽤ 可 能 で あ る 。

座 屈 拘 束 ブ レ ー ス が 安 定 的 に 塑 性 化 す る こ と に よ り ， 地 震 に よ る エ ネ ル
ギ を 消 散 さ せ ⽀ 持 架 構 に ⼤ き な 減 衰 を 付 加 す る こ と で ， 地 震 応 答 を 下 げ る
（ 転 倒 モ ー メ ン ト を 低 減 さ せ る ） こ と が 可 能 と な る 。

⽀ 持 架 構 に 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス を 組 み 込 む に あ た り ， 以 下 に ⽰ す ⽅ 針 に 基
づ き 検 討 を 実 施 し た 。 具 体 的 な 配 置 を 第 １ -３ 図 に ⽰ す 。

・ 地 震 ⽔ 平 荷 重 に よ る 転 倒 モ ー メ ン ト が ⽀ 持 架 構 基 礎 の 浮 上 り 限 界 モ ー メ
ン ト 以 下 と な る よ う ， 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の サ イ ズ 及 び 本 数 を 選 定 す る 。

・ 下 層 の せ ん 断 ⼒ が ⼤ き い た め ， 部 材 断 ⾯ が ⼤ き な ブ レ ー ス を 下 層 に 配 置
す る 。

・ ⻯ 巻 防 護 ネ ッ ト の 主 設 備 と な る ネ ッ ト の 設 置 に 必 要 な 取 付 ⾦ 物 が 計 画 し
易 い よ う に ， 同 ⼀ 層 及 び 上 下 層 に お い て ブ レ ー ス が 隣 り 合 わ な い よ う に
計 画 す る こ と を 優 先 す る 。 た だ し ， 耐 震 計 画 上 困 難 な 東 ⻄ ⾯ は ネ ッ ト 配
置 よ り も 耐 震 上 の ブ レ ー ス 配 置 を 優 先 す る 。

・ 柱 ， 梁 ， ブ レ ー ス 交 点 で の 荷 重 が 相 殺 さ れ る よ う ⼭ 形 配 置 ま た は ， ブ レ
ー ス の 負 担 荷 重 が 直 接 伝 達 で き る よ う 上 層 下 層 で 連 続 配 置 を 基 本 と す る 。 

・ ⻄ 側 の 開 ⼝ を 避 け た 配 置 と し ， 開 ⼝ の 両 側 に 同 数 配 置 と す る 。
・ ね じ れ が ⽣ じ な い よ う に 南 北 ⾯ ， 東 ⻄ ⾯ で 同 数 配 置 と す る 。

上 記 配 置 に 対 し ，第 １ -４ 図 に ⽰ す と お り ，⽀ 持 架 構 の 三 次 元 フ レ ー ム モ
デ ル に 静 的 地 震 ⼒ を 与 え ， ね じ れ 変 形 が な い こ と ， 四 隅 の 柱 の ⽔ 平 変 形 が
⼀ 様 で あ り 全 体 が ⼀ 体 化 し て い る こ と 及 び ， 各 階 層 間 に お い て 変 形 状 態 が
⼀ 様 で あ る こ と を 確 認 し て い る 。 ま た ， 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 採 ⽤ 前 後 を ⽐
較 し ， 転 倒 モ ー メ ン ト が 約 ４ 割 低 減 で き た こ と を 確 認 し て い る 。

15



3

 

第 １ -２ 図  ⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト の ⽀ 持 架 構 の 配 置 制 約

 

 

 
第 １ -３ 図  座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 設 置 状 況

安 全 冷 却 ⽔ Ｂ
冷 却 塔洞 道

⽀ 持 架 構 設 置 範 囲

⽀ 持 架 構 設 置 範 囲

洞 道

⽀ 持 架 構
安 全 冷 却 ⽔ Ｂ

冷 却 塔

安 全 冷 却 ⽔ Ｂ
冷 却 塔 基 礎  

平 ⾯ 断 ⾯

屋 根 ⾯⻄ ⾯

北 ⾯

東 ⾯

南 ⾯

： SV150
： SV175
： SV200
： SV250
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第 １ -４ 図  三 次 元 フ レ ー ム モ デ ル で の 四 隅 の 柱 の 変 形 状 態  
（ 上 ： EW ⽅ 向 加 振 時 ， 下 ： NS ⽅ 向 加 振 時 ）  

  

（ NS ⽅ 向 変 形 量 ）  （ ⽀ 持 架 構 の 変 形 状 態 ）  （ EW ⽅ 向 変 形 量 ）  

（ NS ⽅ 向 変 形 量 ）  （ ⽀ 持 架 構 の 変 形 状 態 ）  （ EW ⽅ 向 変 形 量 ）  

加 振 ⽅ 向  

加 振 ⽅ 向  
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1.1.3 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 構 造 概 要  
⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト に 適 ⽤ し た 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス は ， 中 ⼼ 鋼 材 に 低 降 伏 点

鋼 （ BT-LYP225, ⼤ ⾂ 認 定 品 ） を 使 ⽤ す る 。 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 仕 様 を 第
１ -１ 表 に ，構 成 を 第 １ -５ 図 に ⽰ し ，座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 性 能 を 第 １ -６ 図
に ⽰ す 。  

ま た ， 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス に つ い て は ， ⽇ 本 建 築 セ ン タ ー に ⼀ 般 評 定 の 申
し 込 み を ⾏ い ， 審 議 を 受 け た 結 果 ， 妥 当 な も の と 評 定 さ れ て お り ， 評 定 を
受 け た 設 計 要 領 に よ っ て 設 計 さ れ ， 製 作 要 領 ， 品 質 管 理 要 領 に よ っ て 製 作
さ れ ， 施 ⼯ 標 準 に 従 っ て 施 ⼯ さ れ た 場 合 ， 構 造 安 全 性 に ⽀ 障 な い こ と が 確
認 さ れ て い る 。  

評 定 書 の 件 名 は「 制 振 ⽤ ア ン ボ ン ド ブ レ ー ス（ Ｂ Ｃ Ｊ 評 定 − ST0126− 05）」
で あ り ， こ の 評 定 書 ⽂ 中 の 「 ２  ⼒ 学 的 性 能 」 に ， バ イ リ ニ ア 型 の 復 元 ⼒
特 性 が ⽰ さ れ て お り ， 復 元 ⼒ 特 性 の 設 定 が 妥 当 で あ る こ と か ら ， エ ネ ル ギ
を 消 散 す る 部 材 と し て ⼀ 般 評 定 で 認 め ら れ て い る 。 認 定 時 の 留 意 事 項 の ほ
と ん ど は 製 品 の 規 格 ⼨ 法 に 係 る 内 容 で あ る が ， 今 回 は 規 格 品 を 購 ⼊ し て 設
置 す る た め 製 品 に 関 す る 条 件 は 満 ⾜ し て い る 。  

そ の 他 は 架 構 に 係 る 条 件 が 設 定 さ れ て お り ， 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 架 構 と
の 接 合 部 は ブ レ ー ス の 軸 変 形 が ⽣ じ る 間 に 不 安 定 と な ら な い よ う に ⾯ 内 ・
⾯ 外 剛 性 を 持 つ よ う に し な け れ ば な ら な い が ， 今 回 は ⼗ 字 形 の 接 合 形 式 と
し ， ⾯ 内 ・ ⾯ 外 と も に 剛 性 を ⾼ く し て い る 。 ま た ， 地 震 応 答 解 析 に お け る
モ デ ル 化 は 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 設 計 条 件 書 に 基 づ き 設 定 し て お り ， 応 答 解
析 に お い て 塑 性 部 の 軸 ひ ず み が 3.0％ 以 下 で あ る こ と を 確 認 し て い る 。  

以 上 よ り ， 今 回 設 置 の 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス は 認 定 条 件 を 満 ⾜ し て い る 。  
ま た ， 繰 返 し 変 形 に よ る 疲 労 破 断 に ⾄ る 回 数 も 試 験 に よ り 確 認 さ れ て お

り ， 適 切 に 制 振 効 果 を 評 価 で き る よ う に 配 慮 さ れ て い る 。 座 屈 拘 束 ブ レ ー
ス の 評 定 書 を 第 １ -７ 図 に ，⼀ 般 評 定 に て 審 査 を 受 け た 技 術 的 な 事 項 及 び 設
計 ，製 作 ，施 ⼯ に 適 ⽤ し た 事 項 を 整 理 し た 技 術 的 確 認 項 ⽬ を 第 １ -２ 表 に ⽰
す 。 な お ， ⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト の 耐 震 評 価 に ⽤ い た 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 弾 塑
性 応 答 を 考 慮 し た モ デ ル 化 ⽅ 法 に つ い て は ， ⼀ 般 評 定 に て 審 査 済 で あ る 。  

座 屈 拘 束 ブ レ ー ス は ， ⾵ 荷 重 や ⼩ 地 震 に 対 し て 弾 性 範 囲 内 で 機 能 し ， Ss
地 震 動 相 当 の ⼤ 地 震 時 に お い て は ， 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 中 ⼼ 鋼 材 が 塑 性 化
し ， 変 形 に 伴 っ て 効 果 的 に エ ネ ル ギ を 消 散 す る 設 計 と し て い る 。  

 
第 １ -１ 表  座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 仕 様  

種 別  中 ⼼ 鋼 材  
材 質 ： BT-LYP225 

座 屈 拘 束 鋼 管  
材 質 ： STK400 

モ ル タ ル  
圧 縮 強 度  

SV150 PL-32×208 φ -300.0×7.5 21N/mm2 
SV175 PL-32×243 φ -318.5×6.9 21N/mm2 
SV200 PL-32×278 φ -355.6×6.4 21N/mm2 
SV250 PL-36×308 φ -355.6×7.9 21N/mm2 

18
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第 １ -５ 図  座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 構 成

第 １ -６ 図  座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 性 能

座 屈 拘 束 ブ レ ー ス座 屈 拘 束 材中 ⼼ 鋼 材  

座 屈 拘 束 ブ レ ー ス  従 来 の ブ レ ー ス  

《 復 元 ⼒ 特 性 》

《 従 来 ブ レ ー ス と 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の ⽐ 較 イ メ ー ジ 》
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第 １ -７ 図  評 定 書  
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第 １ -２ 表 座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の 技 術 的 確 認 項 ⽬

⼤ 項 ⽬ ⼩ 項 ⽬ メ ー カ ー
確 認 項 ⽬

第 三 者 機 関 に よ
る 確 認 項 ⽬

今 回 の 設 計 製 作
⼯ 事 に 適 ⽤ し た

項 ⽬

性
能
デ
ー
タ

中 ⼼ 鋼 材 の
強 度 デ ー タ

〇
SS カ ー ブ 及 び

ミ ル シ ー ト で 確 認
−

〇
ミ ル シ ー ト

中 ⼼ 鋼 材 の 座 屈 を
防 ⽌ す る 構 造 の
妥 当 性

〇
実 ⼤ 試 験 体 の

試 験 結 果 で 確 認

〇
実 ⼤ 試 験 体 の

試 験 結 果 で 確 認

〇
評 定 の 設 計 式

座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の
弾 塑 性 応 答 デ ー タ

〇
部 材 の 応 答

(履 歴 特 性 )は 代 表
実 ⼤ 試 験 体 の

載 荷 結 果 で 確 認

− −  

モ
デ
ル
化
⽅
法
︐

強
度
評
価
⽅
法

座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の
モ デ ル 化 ⽅ 法

〇
試 験 と 解 析 の

⽐ 較 で 確 認

〇
試 験 と 解 析 の

⽐ 較 で 確 認

〇
評 定 に 準 拠

座 屈 拘 束 ブ レ ー ス の
強 度 評 価 ⽅ 法

〇
試 験 と 解 析 の

⽐ 較 で 確 認

〇
試 験 と 解 析 の

⽐ 較 で 確 認

〇
評 定 に 準 拠

要
領

製 作 要 領

〇
評 定 に 定 め た
要 領 に 従 っ て

製 作 し た 試 験 体
の 結 果 で 確 認

〇
〇

評 定 の 製 作 要 領

品 質 管 理 要 領

〇
評 定 に 定 め た
要 領 に 従 っ て

製 作 し た 試 験 体
の 結 果 で 確 認

〇
〇

評 定 の 品 質
管 理 要 領
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1.2 耐 震 評 価 ⽅ 針
耐 震 Ｃ ク ラ ス で あ る ⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト の 耐 震 評 価 は ， 防 護 対 象 施 設 で あ

る 安 全 冷 却 ⽔ Ｂ 冷 却 塔 が 上 位 ク ラ ス で あ る こ と か ら ， 本 ⽂ 「 2. 耐 震 評 価
⽅ 針 」 の と お り ， 安 全 冷 却 ⽔ Ｂ 冷 却 塔 の 設 計 に 適 ⽤ す る 地 震 動 を ⽤ い て ，
以 下 の 観 点 で 実 施 す る 。

ま た ， ⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト に 関 連 す る 評 価 対 象 箇 所 と 耐 震 設 計 に 係 る 設 計
体 系 を （ 第 １ -８ 図 ） に ⽰ す 。

（ １ ） 損 傷 ， 転 倒 及 び 落 下 に よ る 影 響
⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト の 損 傷 ， 転 倒 及 び 落 下 に よ り ， 安 全 冷 却 ⽔ Ｂ 冷 却 塔 の

安 全 機 能 を 損 な わ な い こ と を 確 認 す る た め ， ⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト の 主 要 構 造
部 材 を 対 象 と し ， 耐 震 評 価 を 実 施 す る 。

（ ２ ） 相 対 変 位 に よ る 影 響
⾶ 来 物 防 護 ネ ッ ト は ， 安 全 冷 却 ⽔ Ｂ 冷 却 塔 を 覆 う よ う に 設 置 さ れ て い る

こ と か ら ， 基 準 地 震 動 Ss 応 答 に よ る 相 対 変 位 に よ っ て 安 全 冷 却 ⽔ Ｂ 冷 却
塔 の 安 全 機 能 を 損 な わ な い こ と を 確 認 す る た め ， 相 対 変 位 の 評 価 を 実 施 す
る 。
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第１-８図 設計体系 

荷重及び荷重の組合せ 

許容限界との⽐較 

［基礎］ 
解析モデル及び諸元 

応⼒解析 

基礎断⾯の評価 

評価終了 
基礎耐震評価 

評 価 開 始 

⼊⼒地震動の検討 
(基準地震動 Ss) 

解析モデルの検討 

各種応答値 

地震応答解析 

荷重及び荷重の組合せ 

解析モデル及び諸元 

三次元フレームモデル 
による静的応⼒解析 

断⾯算定 

評価終了 
上部構造耐震評価 

相対変位の評価 

評価終了 

・主要部材断面の仕様 

・座屈拘束ブレースの採用経緯,構造概要 

・座屈拘束ブレースの設置状況 

・座屈拘束ブレースの評定書 

・質点系モデルの適用性確認(耐震建物 23) 

・基礎固定の妥当性確認(耐震建物 23) 

・材料物性のばらつきの影響検討(耐震建物 26) 

 

・地盤改良の目的,範囲,仕様 

・改良地盤物性値の設定 

・水平成層モデルの妥当性(耐震建物 23) 

・地盤の液状化影響検討(耐震建物 23) 

・一関東鉛直地震動の影響検討(耐震建物 25) ・水平 2方向及び鉛直方向 

地震力の組合せに関する 

影響検討(耐震建物 27) 

・組合せ係数法の 

適用性確認(耐震建物 28) 

・地震荷重の入力方法 

許容限界との比較 

地震波ごとの 

加速度時刻歴 

水平地震荷重：最大せん断力 

鉛直地震荷重：最大加速度 

最大応答変位 

最大加速度 

（慣性力算定用） 

柱脚反力 

（曲げモーメント，せん断力，鉛直軸力） 

［杭］ 
条件の設定 

応⼒計算 

基礎 FEM 杭位置の支点反力 

（せん断力，鉛直軸力） 

杭断⾯等の評価 
・断面の評価 

・支持力及び 

引抜力の評価 

・地盤の液状 

化影響検討 

(耐震建物 23) 

 許容限界との⽐較 

評価用地震動又は地震力の算定 

 

許容限界との比較 

評価終了 

許容限界との比較 

主要構造部材の評価 

弾性部材の評価 弾塑性部材の評価 

時刻歴軸ひずみ 

赤字：評価の考え方及び実施内容等に関する補足説明  青字：影響評価または適用性に関する補足説明 

質点系モデルによる 
動的地震応答解析 

杭頭曲げ 
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2.〜 3.は 審 査 会 合 資 料 と 同 レ ベ ル の 内 容 に て 作 成 中
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別添１ 

地震応答解析モデルの適用性について 
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1.  概要

本資料は，安全冷却水Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット（以下，「本施設」と

いう。）の耐震評価における地震応答解析モデルの適用性の確認として，以

下について補足説明するものである。 

(1)  解析モデルの妥当性確認 

(2)  想定する液状化状態の妥当性確認

27
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2.  解析モデルの妥当性確認

2.1 確認概要

解析モデル(設計モデル)は，設計に必要な評価結果が得られる範囲で可

能な限りメッシュサイズを大きくし，メッシュ数を減らした。また，考慮

する地中構造物･要素を限定することでモデルをシンプル化し，設計の効率

化を図った。ただし，過小評価とならないよう，保守性を持った設計とす

る必要がある。 

本章では，設計モデルの作成にあたり考慮しなかった項目に着目し，評

価に影響がないこと(結果が同等または保守的)を確認する。確認は，実状

に即した解析モデル(検証用モデル)を作成し，設計モデルと結果を比較，

妥当性を判断する。 
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2.2 確認方針

設計モデル及び検証用モデルを用いて，2 次元 FEM 解析（全応力解析及

び有効応力解析）を実施する。両モデルの特徴を第 2－1 図に示す。図に示

す各種項目に対し，設計モデルについて，第 2－1 表を確認する。 

第 2－1 図 設計モデルと検証用モデルの特徴
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第 2－1 表 確認方針 

差異のある内容 確認方針
確認結果

の記載

メッシュサイズ

設計モデルのメッシュサイズが，設

計上十分な必要な寸法を満たしてい

ることを確認する。 

0 項

検討断面 

（上部構造）

設計モデルが 2 断面で良いことを，

上部架構のモデル形状の影響を含め

て確認する。 

0 項

杭のモデル化

設計モデルにおいて，杭をモデル化

しなくても問題ないことを確認す

る。 

0 項

接触剥離
接触剥離要素の影響が小さいことを

確認する。 
0 項

各部位の寸法
各部位の寸法の差異の影響が小さい

ことを確認する。 
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出力応答のイメージを第 2－2 図に，解析･設計フロ－を第 2－3 図に示

す。解析の出力一覧を第 2－2 表に整理する。これらのうち，黄色で示す〇

の項目は，第 2－3 図に示すように部材評価及び応力解析のインプットと

して使用する応答値である。保守性の確認は，下記の応答値を対象とし，

検証用モデルに比べ設計モデルが大きいことをもって確認する。 

① 層せん断力

② 曲げモ－メント

③ 座屈拘束ブレ－スの応答ひずみ

④ 応答加速度（屋根部及び基礎部）

⑤ 改良地盤の変位

①層せん断力

Q4

Q3

Q2

Q1

④屋根部の
応答加速度

Md4

Md3

②曲げモーメント
（付加曲げ）

④基礎部の
応答加速度

⑤改良地盤の変位

せん断力分布 曲げモーメント分布

③座屈拘束ブレースの
応答ひずみ

δ3

δ2

δ1

第 2－2 図 出力応答のイメ－ジ図
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第 2－2 表 解析出力一覧

※(A)は杭の発生応力が算出されない為，節点変位を強制変位として応力を別

途算出する。(B)は，杭の応力値が直接解析結果として出力されるため，部材

評価に節点変位は不要であるが，(A)と(B)の保守性の比較は，「節点変位」で

実施する。 

応答値一覧

部材評価に用いる
応答値

(A)設計 (B)検証用

（
梁
要
素
）

上
部
架
構

節点変位 × ×

節点速度 × ×

節点加速度 ○ ○

軸力 × ×

せん断力 ○ ○

曲げﾓｰﾒﾝﾄ ○ ○

変形量（要素） ○ ○

（
平
面
要
素
）

基
礎

節点変位 × ×

節点速度 × ×

節点加速度 ○ ○

軸応力度 × ×

せん断応力度 ○ ○

軸ひずみ × ×

せん断ひずみ × ×

杭

（
梁
要
素
）

地
盤
改
良

（
平
面
要
素
）

節点変位 ○ △※

節点速度 × ×

節点加速度 × ×

軸力（杭） ― ○

せん断力（杭） ― ○

曲げﾓｰﾒﾝﾄ（杭） ― ○

軸応力度 × ×

せん断応力度 × ×

軸ひずみ × ×

せん断ひずみ × ×

(A) (B)
(B)

〇：使用

△：間接的に使用※

×：使用しない

―：出力不能  
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2.3 解析条件

2.3.1 共通 

・ 地盤二次元 FEM の解析コ－ドは，「FLIP ROSE Ver 7.4.1」とする。

・ 非液状化時に全応力解析を用い，液状化時には有効応力解析を用い

る。

・ 非液状化と液状化の解析モデルは同一のモデルを用いる。

・ 地盤のばらつきとして，直下地盤及び埋戻し土について±1σ の検

討を行う。

・ 解析モデルは，境界条件が地盤及び構造物の応力状態に影響を及ぼ

さないよう，十分広い領域とする。具体的には，「JEAG4601－

1987」及び「JEAG4601－ 2008」を参考に，モデル幅については耐震

評価対象構造物の 5 倍以上とする。

・ 解析モデルの鉛直方向は，解放基盤面(T.P.－ 70.0m)～地表面を対

象とする。

・ 地下水位は地表面とする。

・ 解析ステップは第 2－4 図のとおりとする。自重解析においては，

施工ステップを詳細にモデル化することも考えられるが，本検討は

洞道等の地中構造物の断面評価でなく，主に冷却塔及び竜巻施設の

耐震設計のための応答評価を目的としているため，地中構造物につ

いては施工ステップを考慮しない。ただし，冷却塔及び竜巻施設に

ついては，地盤の自重解析後にこれらのみの自重解析を行う。

・ 考慮する荷重の組み合わせについては，第 2－3 表に示すとおりと

する。

・ 冷却塔及び竜巻施設の基礎上端より上部の構造は，質点系でモデル

化する。上部構造のモデル化は，線形平面要素でモデル化された基

礎上端に剛梁を配置し，質点系モデルの脚部と結合させる。また，

水平・鉛直同時入力である有効応力解析に対応した質点系モデルを

構築する。質点は節点集中質量要素，柱・梁フレ－ム部分には線形

梁要素，座屈拘束ブレ－ス部分には非線形バネ要素を用いてモデル

化する。

・ 断面ごとに固有値解析を行い，得られた系全体の有効質量比の最も

大きい振動数（ 𝑓）と各々の材料の減衰定数（ ℎ）から剛性比例型減

衰（ 𝛽）を算定する（冷却塔及び竜巻施設は Rayleigh 減衰を適

用）。

・ 入力地震動は解放基盤面での基準地震動とする。対象とする地震動

は，Ss－A と Ss－ C1 とする（代表波の選定は別途検討）。

・ 地盤モデルの側方境界及び底面境界は，粘性境界要素を用いる。

・ 直下地盤の物性値を第 2－4 表～第 2－9 表に示す。初期せん断弾性

係数及び減衰定数については，microSHAKE により決定した等価剛性
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及び等価減衰定数を設定する。また，設計モデルにおいては，粗粒

砂岩は極薄層（0.37m）であるため考慮しない。 

・ 埋戻し土の物性値を第 2－10 表～第 2－12 表に示す。

・ 改良地盤 B の物性値を第 2－13 表に示す。

第 2－4 図 解析ステップ（「FLIP マニュアル」に加筆）

STEP1：上 部 構 造を 除 い た 自 重解 析

STEP2：上 部 構 造を 含 ん で 自 重解 析
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第 2－3 表 荷重の組み合わせ 

種 別 荷 重 荷重の概要 

永久

荷重

固定荷重 躯体自重と土被り荷重を考慮 

上載荷重
地表面に 1.53tf/m2（ 15.00kN/m2）

として設定 

静止土圧 自重解析により設定 

水圧 

（静水圧，揚圧力） 
構造物に対して設定 

変動

荷重
積雪荷重 上載荷重に含む

偶発

荷重

地震力 

（水平・鉛直地震動）

水平・鉛直同時加振 

動土圧を考慮 
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第 2－4 表 Ss－ A 加振時に用いる直下地盤の物性値（標準）

第 2－5 表 Ss－C1 加振時に用いる直下地盤の物性値（標準）
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第 2－6 表 Ss－ A 加振時に用いる直下地盤の物性値（+1σ） 

 

 

 

 

第 2－7 表 Ss－ A 加振時に用いる直下地盤の物性値（－1σ） 
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第 2－8 表 Ss－C1 加振時に用いる直下地盤の物性値（+1σ）

第 2－9 表 Ss－C1 加振時に用いる直下地盤の物性値（－1σ）
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第 2－10 表 埋戻し土の物性値（標準）

※D：深度(m)
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第 2－11 表 埋戻し土の物性値（+1σ）

※D：深度(m)
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第 2－12 表 埋戻し土の物性値（－1σ）

※D：深度(m)
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第 2－13 表 改良地盤 B の物性値
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2.3.2 検証用モデル 

・ 検討断面を第 2－5 図に示す。

・ モデル化対象を第 2－14 表に示す。

第 2－14 表 検証用モデルのモデル化 

モデル化対象 要素名

埋戻し土（液状化対象層） マルチスプリング要素

改良地盤 B（非液状化層） マルチスプリング要素

流動化処理土（非液状化層） マルチスプリング要素

直下地盤（非液状化層） 線形平面要素

MMR，冷却塔基礎，竜巻基礎 線形平面要素

RC 杭 線形梁要素 

洞道 線形平面要素

冷却塔及び竜巻施設 質点要素，線形梁要素，

線形／非線形バネ要素 

杭周面 ジョイント要素

杭先端 非線形バネ要素

材料間の滑り及び剥離 ジョイント要素

・ 各検討断面での解析モデル図を第  2－ 6  図～第  2－ 9  図に示す。NS 

方向については，南（図中下側）及び北（図中上側）において  DA 

建屋などが存在するが，本検討においては，建屋をモデル化するこ

となく，埋戻し土及び流動化処理土を側方境界までモデル化するこ

ととする。EW  方向について，2  次元的に評価した断面では，近傍

に立坑及び  AH  建屋が存在する。しかし平面的に見ると立坑は部分

的に存在するが，東（図中右側）においては  AH  建屋より南側には

建屋基礎より剛性の低い流動化処理土が存在する。このような  3 

次元形状を有する構造物の状況を勘案し，東（図中右側）は流動化

処理土（部分的に洞道及び  MMR  もモデル化），西（図中左側）にお

いて

は，立坑より南側に位置する改良地盤  B  として取り扱う。

・ その他の詳細条件については，別紙「A4B  全応力有効応力の解析条

件書」に示す。
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第 2－5 図 検証用モデルの検討断面
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第 2－6 図 検証用モデル断面①－NS 

第 2－7 図 検証用モデル断面②－NS 
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第 2－8 図 検証用モデル断面①－EW 

第 2－9 図 検証用モデル断面②－EW 
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2.3.3 設計モデル 

・ 検討断面は，NS 断面（検証用モデルの断面②－NS 相当）と EW 断面

（検証用モデルの断面②－EW 相当）とする。 

・ モデル化対象を第 2－15 表に示す。 

 

第 2－15 表 設計モデルのモデル化 

モデル化対象 要素名 

埋戻し土（液状化対象層） マルチスプリング要素 

改良地盤 B（非液状化層） マルチスプリング要素 

直下地盤（非液状化層） 線形平面要素 

竜巻基礎 線形平面要素 

竜巻施設 質点要素，線形梁要素， 

線形／非線形バネ要素 

 

・ 解析モデル図を第 2－10 図，第 2－11 図に示す。 

・ その他の詳細条件については，別紙「A4B 全応力有効応力の解析条

件書」に示す。 

 

 

 

 

第 2－10 図 設計モデル NS 断面  
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第 2－11 図 設計モデル EW 断面  
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2.4 確認結果 

第 2－1 表に示す確認方針に則り，確認した結果を以下に示す。 

 

2.4.1 メッシュサイズ 

設計モデルは，解析処理の短時間化を目的とし，地盤のメッシュサイズ

をできるだけ大きくし，要素数を減らすように考慮した。メッシュサイズ

は上部架構の振動特性を踏まえ，必要な周期帯（13Hz 以下）が評価できる

設定とした。ここで，13Hz とは，有効質量の約 99%を占める 3 次振動数

(NS:12.36Hz,EW:12.53Hz)以上の数値である。 

本モデルの地盤の要素寸法は下式により求めた。 

 

mesh size
1
5

𝑉
𝑓

 

 

ここで，𝑉と 𝑓 は地盤のせん断波速度と数値解析の精度を保証する周波数

である。この場合，1 波長で 5 分割考慮することになる。最大メッシュ高

さを第 2－16 表に示す。 

Vs=150m/s の地盤において，13Hz の地震動が表現できるように 1 メッシ

ュの大きさを 2.3m 以下と設定しており，Vs=650m/s 程度の地盤において 1

メッシュの大きさを 10m 以下と設定していることから，メッシュのサイズ

は適切であり，上部架構の振動特性を評価可能と考える。 

 

第 2－16 表 地盤の鉛直方向最大要素寸法 

 

モデル化対象 
せん断波速度 

Vs(m/s) 

鉛直方向 

最大要素寸法 

（m） 

モデル上の 

鉛直方向 

最大要素寸法 

（m） 

埋戻し土 最小 150※ 1 2.3 2.0 

改良地盤 B 800 12.3※ 2 2.0 

支持地盤 最小 650 程度 10 10 

 

※ 1：地盤安定性評価での埋戻し土の Vs の最低値 

※2：成層のため，実際は埋戻し土の寸法から設定される 
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第 2－17 表 固有値解析結果（NS 方向） 

 

次数 
振動数 周期 刺激係数 有効質量 

累積有効 

質量比 

(Hz) (s)  (t) （ %） 

1 2.545 0.393 1.232 1448.0 80 

2 6.829 0.146 － 0.480 221.3 93 

3 12.356 0.081 － 0.383 113.9 99 

4 20.552 0.049 0.184 19.8 100 

 

 

第 2－18 表 固有値解析結果（EW 方向） 

 

次数 
振動数 周期 刺激係数 有効質量 

累積有効 

質量比 

(Hz) (s)  (t) （ %） 

1 2.532 0.395 1.239 1425.0 79 

2 6.626 0.151 － 0.519 248.1 93 

3 12.528 0.080 － 0.386 111.7 99 

4 20.890 0.048 0.178 18.0 100 
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1 次モ－ド  
固有周期：0.393 [s]  
振  動  数：2.545 [Hz] 
刺激係数：1.232 

2 次モ－ド  
固有周期：0.146 [s]  
振  動  数：6.829 [Hz] 
刺激係数：－0.480 

  
3 次モ－ド  
固有周期：0.081 [s]  
振  動  数：12.36 [Hz] 
刺激係数：－0.383 

4 次モ－ド  
固有周期：0.049 [s]  
振  動  数：20.55 [Hz] 
刺激係数：0.184 

  
第 2－19 表 固有モ－ド (NS 方向) 
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1 次モ－ド  
固有周期：0.395 [s]  
振  動  数：2.532 [Hz] 
刺激係数：1.239 

2 次モ－ド  
固有周期：0.151 [s]  
振  動  数：6.626 [Hz] 
刺激係数：－0.519 

  
3 次モ－ド  
固有周期：0.080 [s]  
振  動  数：12.53 [Hz] 
刺激係数：－0.386 

4 次モ－ド  
固有周期：0.048 [s]  
振  動  数：20.89 [Hz] 
刺激係数：0.178 

 
第 2－20 表 固有モ－ド (EW 方向) 
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2.4.2 検討断面（上部構造） 

検証用モデルでは，端部/中央の 2 断面でモデル化している。それぞれの

モデルで上部架構は，1 軸モデル/門型モデルと違いはあるが，第 2－12 図

～第 2－14 図に示すように，双方とも固有値が合うようにモデル化してい

るため，振動性状は同じである。一方，地中は，MMR を含まない端部断面

の方が，剛性が低く評価されるため，地震挙動を拘束する効果が低下し，

応答値は大きくなる。これらを踏まえ，端部断面による評価結果が，中央

部断面による評価結果よりも過小評価にはならないことを想定した。 

検証用モデルの NS 方向について，断面①－NS（中央部）と断面②－NS

（端部）の基礎の加速度応答スペクトルを第 2－15 図，第 2－16 図に示す。

検証用モデルを用いて，各断面(端部/中央)の加速度応答スペクトルで卓

越周期帯を確認し，断面の違いにより応答の傾向に明確な差異がないこと

を確認した。また，端部断面のほうがより応答が大きく，設計モデルは端

部断面をベ－スに作成することの妥当性を確認した。 

検証用モデルの NS 方向について，断面①－NS（中央部）と断面②－NS

（端部）の上部構造の応答せん断力を第 2－17 図及び第 2－18 図に示す。

検証用モデルを用いて，各断面(端部/中央)の上部構造の応答せん断力で

比較したところ，端部断面のほうがより応答が大きく，設計モデルは端部

断面をベ－スに作成することの妥当性を確認した。 
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第 2－15 図 有効応力解析時の基礎の加速度応答スペクトル（Ss－A）

第 2－16 図 有効応力解析時の基礎の加速度応答スペクトル（Ss－C1）
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(a) Ss－ A 

 

(b) Ss－ C1 

※：設計モデルの結果は参考。 

第 2－17 図 有効応力解析時の最大応答せん断力（NS） 

T.M.S.L.55.3m

T.M.S.L.60.6m

T.M.S.L.65.6m

T.M.S.L.71.1m

T.M.S.L.75.6m

(kN)

最⼤応答せん断⼒(NS⽅向)
設計
検証(端部)
検証(中央)

0 5000

13217

12793

12955

9880

設計

13036

12502

12591

9351

検証(端部)

12745

12116

12177

9141

検証(中央)

(kN)

T.M.S.L.55.3m

T.M.S.L.60.6m

T.M.S.L.65.6m

T.M.S.L.71.1m

T.M.S.L.75.6m

(kN)

最⼤応答せん断⼒(NS⽅向)
設計
検証(端部)
検証(中央)

0 5000

15048

14626

14230

10417

設計

14911

14346

13969

10189

検証(端部)

14435

13889

13643

9977

検証(中央)

(kN)

59



34 

 

(a) Ss－ A 

 

(b) Ss－ C1 

※：設計モデルの結果は参考。 

第 2－18 図 有効応力解析時の最大応答せん断力（EW） 
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2.4.3 杭のモデル化 

杭の面積は，改良地盤の面積と比較して小さいため，杭のモデル化影響

は小さいと考えられる。また，杭をモデル化対象としないことで，剛性は

低く評価され，地震挙動を拘束する効果が低下し，応答値は大きくなるこ

とが想定される。よって，過小評価にはならないことを想定した。 

第 2－19 図に示す設計モデル NS 断面内に杭を線形梁要素でモデル化し

たテストモデルを用いて，地盤の変形量を確認した。その結果，第 2－20

図に示すとおり，杭のモデル化有無により応答の傾向に明確な差異がない

ことを確認した。 

 

 

第 2－19 図 杭の設定の影響検討に対するテストモデル 

 

 

第 2－20 図 有効応力解析時の改良地盤の変位分布  
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2.4.4 接触剥離及び各部位の寸法 

接触剥離の考慮の有無については，第 2－21 図に示すようにモデル化上

は基礎横の一部のみの考慮であり，その影響は小さいと考える。 

改良地盤 B の幅については，設計モデルにおいて，NS 方向と EW 方向で

は改良地盤 B の幅が異なるが，第 2－26 図及び第 2－27 図に示すように，

改良地盤 B の幅が小さい NS 方向の応答が大きく，幅が小さいほうが保守

的な設定であることがわかる。 

粗粒砂岩の考慮については，わずかな解析メッシュの差異のため，その

影響は小さいと考える。 

設計用モデルでは，基礎上端レベルを T.M.S.L.55.0m としている。実際

は，T.M.S.L.55.3m であるため差分高さ（0.3ｍ）を剛梁としてモデル化し

ている。この 0.3m の RC 基礎は，第 2－21 表に示すように，鉄骨脚部のせ

ん断剛性に対するせん断剛性が約 600 倍あることから，剛梁としてモデル

化することは妥当と考える。 

 

 

 

 

 

第 2－21 図 接触剥離を考慮する場合の箇所 
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第 2－22 図 剛梁を考慮する箇所 

 

 

 

第 2－21 表 鉄骨脚部と RC 基礎のせん断剛性の比較 

 

 

せん断
弾性係数

せん断
断面積

高さ
せん断
剛性

G As H G·As/H
(N/mm2) (m2) (m) (kN/m)

NS方向
【A】

79000 0.1204 0.3 3.17E+07

EW方向
【B】

79000 0.1203 0.3 3.17E+07

RC
NS＆EW方向

【C】
9450 598.1 0.3 1.88E+10

594

595

項目

鉄骨

比率
（RC/鉄骨）

NS方向
(【C】/【A】)

EW方向
(【B】/【A】)
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2.5 部材応力等の保守性の確認 

保守性の確認は，部材の損傷に直接影響を与える関係を踏まえ，第 2－2

表に示す部材評価に使用する主要な応答値について，検証用モデルに比べ

設計モデルが大きいこともって確認する。 

 

本施設の第 2－23 図に示す層の最大応答せん断力を，第 2－24 図～第 2

－27 図に示す。全ての層において，設計モデルは検証用モデルの応答結果

を上回り保守性を確認した。 

本施設のブレ－スのひずみを第 2－22 表に示す。設計モデルは検証用モ

デルの応答結果を上回り保守性を確認した。 

本施設の上部構造及び基礎の最大加速度を第 2－23 表に示す。設計モ

デルは検証用モデルの応答結果を上回り保守性を確認した。 

本施設の杭位置における変位を第 2－28 図～第 2－31 図に示す。設計モ

デルは検証用モデルの応答結果を上回り保守性を確認した。 

 

 

 

 

 

第 2－23 図 最大せん断力を算定する層 
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(a) Ss－ A 

 

(b) Ss－ C1 

第 2－24 図 全応力解析時の最大応答せん断力（NS） 

  

T.M.S.L.55.3m

T.M.S.L.60.6m

T.M.S.L.65.6m

T.M.S.L.71.1m

T.M.S.L.75.6m

(kN)

最⼤応答せん断⼒(NS⽅向)
設計
検証(端部)

0 5000

13000

12174

12179

9165

設計

12994

12016

11947

8899

検証(端部)

(kN)

T.M.S.L.55.3m

T.M.S.L.60.6m

T.M.S.L.65.6m

T.M.S.L.71.1m

T.M.S.L.75.6m

(kN)

最⼤応答せん断⼒(NS⽅向)
設計
検証(端部)

0 5000

14865

14493

14183

10602

設計

14693

14222

13913

10257

検証(端部)

(kN)

65



40 

 

(a) Ss－ A 

 

(b) Ss－ C1 

第 2－25 図 全応力解析時の最大応答せん断力（EW） 
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(a) Ss－ A 

 

(b) Ss－ C1 

第 2－26 図 有効応力解析時の最大応答せん断力（NS） 
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(a) Ss－ A 

 

(b) Ss－ C1 

第 2－27 図 有効応力解析時の最大応答せん断力（EW） 
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第 2－22 表 ブレ－スのひずみ比較表 

 

(a) 全応力解析 

Ss 
方

向 
項目 設計モデル 検証用モデル 

Ss－A 

NS 
最大軸ひずみ（%） 1.24 1.19 

疲労係数総和（－） 0.306 0.304 

EW 
最大軸ひずみ（%） 1.15 1.02 

疲労係数総和（－） 0.267 0.192 

Ss－

C1 

NS 
最大軸ひずみ（%） 1.66 1.60 

疲労係数総和（－） 0.039 0.039 

EW 
最大軸ひずみ（%） 1.64 1.48 

疲労係数総和（－） 0.038 0.031 

 

(b) 有効応力解析 

Ss 
方

向 
項目 設計モデル 検証用モデル 

Ss－A 

NS 
最大軸ひずみ（%） 1.39 1.32 

疲労係数総和（－） 0.505 0.370 

EW 
最大軸ひずみ（%） 1.33 1.06 

疲労係数総和（－） 0.404 0.21 

Ss－

C1 

NS 
最大軸ひずみ（%） 1.67 1.61 

疲労係数総和（－） 0.042 0.039 

EW 
最大軸ひずみ（%） 1.64 1.48 

疲労係数総和（－） 0.041 0.031 

 

 

 

 

  

69



44 

第 2－23 表 最大加速度比較表 

 

(a) 全応力解析 

Ss 部位 方向 設計モデル 検証用モデル 

Ss－A 屋根部 鉛直   

 基礎上端 水平   

  鉛直   

Ss－ C1 屋根部 鉛直   

 基礎上端 水平   

  鉛直   

 

(b) 有効応力解析 

Ss 部位 方向 設計モデル 検証用モデル 

Ss－A 屋根部 鉛直   

 基礎上端 水平   

  鉛直   

Ss－ C1 屋根部 鉛直   

 基礎上端 水平   

  鉛直   

 

 

  

(cm/s2)

(cm/s2)
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第 2－28 図 全応力解析時の杭位置の変位分布（NS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2－29 図 全応力解析時の杭位置の変位分布（EW） 

 

 

 

杭の変位分布作成 

杭の変位分布作成 
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第 2－30 図 有効応力解析時の杭位置の変位分布（NS） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2－31 図 有効応力解析時の杭位置の変位分布（EW） 

  

杭の変位分布作成 

杭の変位分布作成 
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2.6 まとめ 

本施設が設置される地盤状況を踏まえ，二次元 FEM 解析に用いる解析モ

デルとして，設計モデルを使用することが妥当であるかを確認した。検証

用モデルと比較して，解析精度が確保されていること，部材損傷と応答値

との関係性を要する主要な応答値に対し保守性を有していることが確認で

きた。 

以上より，本施設の耐震評価のための二次元 FEM 解析に用いる解析モデ

ルとして，設計モデルを使用することが妥当であると判断した。 
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3.  想定する液状化状態の妥当性確認 

3.1 確認概要 

設計ケ－スの設定にあたり，現状【①非液状化】と【②液状化】の評価

のみを想定しているが，一部で液状化が生じない【③中間的な状態】の応

答が，①か②に包含されない場合には，③を設計ケ－スとする必要性が生

ずる。 

第 3－1 図に示す【③中間的な状態】が，①と③に比べ，非保守的な応答

結果が得られないことを確認する。 

 

 

第 3－1 図 液状化の中間状態のイメ－ジ図 
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3.2 確認方針 

3.2.1 確認方法 

設計モデルを用いて，2 次元 FEM 解析を実施する。①非液状化と②液状

化の確認として，前者を全応力解析，後者を有効応力解析とする。 

確認は以下のステップにより行う。 

 

Step1：中間的な液状化状態の応答が，非液状化時と液状化時の応答を上回

らないことを確認 

 

Step2：地盤の剛性を変化させた場合でも，Step1 が成り立つことを確認 

 

中間的な液状化状態としては，第 3－2 図に示す液状化強度曲線におい

て，平均値を採用する（②液状化は包絡値を採用）。これにより一部で液状

化が生じない状態を再現できることを想定した。 

 

 

 

第 3－2 図 液状化強度曲線のイメ－ジ図 

 

 

3.2.2 解析条件 

・ 使用するモデルは設計モデルとする。 

・ 埋戻し土の液状化特性の物性値を第 3－1 表，第 3－2 表に示す。 

・ その他の条件は，0 節と同様とする。 
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第 3－1 表 埋戻し土の液状化特性の物性値（平均） 

 

 

 

第 3－2 表 埋戻し土の液状化特性の物性値（包絡値） 
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3.3 確認結果 

3.3.1 Step1 

基礎の加速度応答スペクトルを第 3－3 図に示す。③の中間的な状態で

は，第 3－4 図に示すように，改良地盤 B 近傍の過剰間隙水圧の上昇が抑制

され，拘束効果により加速度が低減すると考えられ，座屈拘束ブレ－スの

非線形状態(最大応答時)での固有周期帯 0.4～1.1 秒で③が②に包含され

る結果となった。 

以上から，③における評価は，②の評価を実施することで包含出来る。 
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(a) 全体 

 

(b) 周期 0.4～1.1 秒  

 

第 3－3 図 基礎の加速度応答スペクトル（Ss－A，標準地盤） 
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②  液状化（液状化強度曲線は包絡値） 

 

 

 

③中間的な状態（液状化強度曲線は平均値） 

 

第 3－4 図 最終時刻の過剰間隙水圧比分布（Ss－A） 

 

3.3.2 Step2 

地盤の初期剛性を Step1 よりも小さくしたケ－ス（－1σ）において Step1

と同様の傾向となることを確認した。 

基礎の加速度応答スペクトルを第 3－5 図に示す。全体的に高周期側に

移行するが，その傾向は Step1 と変わらず，その結果，座屈拘束ブレ－ス

の非線形状態(最大応答時)での固有周期帯で③が②に包含される。 

地盤の初期剛性を Step1 よりも大きくしたケ－ス（+1σ）において Step1

と同様の傾向となることを確認した。 

基礎の加速度応答スペクトルを第 3－6 図に示す。全体的に低周期側に

移行するが，その傾向は Step1 と変わらず，その結果，座屈拘束ブレ－ス

の非線形状態(最大応答時)での固有周期帯で③が②に包含される。 

以上から，③における評価は，②の評価を実施することで包含出来る。 
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(a) 全体 

 

(b) 周期 0.4～1.1 秒  

 

第 3－5 図 基礎の加速度応答スペクトル（Ss－A，－1σ） 
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(a) 全体 

 

(b) 周期 0.4～1.1 秒  

 

第 3－6 図 基礎の加速度応答スペクトル（Ss－A，+1σ） 
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3.4 まとめ 

設計ケ－スの設定にあたり，【①非液状化】と【②液状化】の評価のみで

十分であることを確認するために，一部で液状化が生じない【③中間的な

状態】の応答結果を算定した。その結果，想定される現象が再現され，座

屈拘束ブレ－スの非線形状態(最大応答時)での固有周期帯で③が②に包含

されることが分かった。 

以上より，本施設の耐震評価のための二次元 FEM 解析に用いる解析ケ－

スとして，【①非液状化】と【②液状化】の評価のみで十分であると判断し

た。 
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波及的影響に対する耐震評価手順について 
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1.  概要 

本資料は，安全冷却水Ｂ冷却塔 飛来物防護ネット（以下，「本施設」と

いう。）の耐震評価における冷却塔への波及的影響に対する耐震評価の手順

について説明するものである。 

 

2.  波及的影響について 

本施設の冷却塔への波及的影響は，以下の 3 点が考えられる。 

 

 
 

上記の事象が生じないよう，解析を用いて評価する。なお，解析は，構

成要素となる部材が損傷のない状態の物性値で実施することより，解析の

有効性を担保するために各部材が健全であることを確認する必要がある。 

本書では，各部材の健全性を確認するための解析･設計について個別に記

載する。ここで設計対象とする部材は，第 2－1 図に赤字で示す本施設を支

持･構成する全ての部位とする。 

 

 

 

第 2－1 図 概略断面図 

  

埋戻土

洞道 流動化処理土

岩盤

冷却塔

MMR
地盤改良体

杭

上部架構

埋戻土

基礎梁

  本施設の架構全体が崩壊し，冷却塔に衝突する 

  本施設の架構の変形が大きくなり，冷却塔に衝突する 

  本施設の部材(梁･防護板等)が破断・落下し，冷却塔に衝突する 

改良地盤
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3.  解析･設計について 

3.1 全体の流れ 

第 3－1 図に解析･設計フローを示す。全ての耐震評価は，地震応答解析

(全応力解析/有効応力解析)の結果を元に実施する。 
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3.2 上部構造の設計 

第 3－2 図に上部構造の設計におけるデータの流れに着目した模式図を，

第 3－1 表に上部構造の評価対象部位の選定結果を示す。上部構造は，座屈

拘束ブレースとフレーム部材で各々異なる設計とする。 

 

第 3－2 図 模式図（上部構造の設計） 

 

 

第 3－1 表 上部構造の評価対象部位の選定結果 

評価対象 部位 評価対象 選定理由 

支持架構 

フレ

ーム

部材 

柱 

〇 

基準地震動 Ss 時に本施設

へ 波 及 的 影 響 を 防 止 す る

観点から，支持機能を担保

する必要があるため，評価

対象部位とする。  

大はり，小はり 

トラス柱 

鉛直ブレース 

水平ブレース 

座屈拘束ブレース 

防護ネット － － 
耐 震 評 価 に お い て 作 用 す

る荷重は，飛来物衝突荷重

に包絡されるため，評価対

象外とする。 
防護板 － － 

＜凡例＞〇：評価対象部位，－：評価対象外部位  
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3.2.1 座屈拘束ブレースの設計 

（ 1） 設計方針 

  地震エネルギーを消散させる目的で塑性化することが前提の座屈拘

束ブレースは，応力に対する許容値はない。よって，ひずみにより健

全性を評価する。 

  座屈拘束ブレースの評価における限界値は，以下の通り。 

(ア)  最大発生軸ひずみの値が 3.0%以下であること 

(イ)  軸ひずみの繰返し回数が，疲労性能曲線から算出される許容

繰返し回数以下であること 

 

（ 2） 評価に用いるひずみ 

  評価に用いる軸ひずみは，繰返し回数を時刻歴データから計測する

必要があるため，静解析である②3D フレーム解析の結果ではなく，

①全応力/有効応力解析の結果を採用する。 

  評価に用いる軸ひずみは，第 3－3 図に示す座屈拘束ブレースで発生

する応答ひずみの値とする。 

  座屈拘束ブレースの配置図を第 3－4 図に示す。座屈拘束ブレースは，

複数配置されているが，各レベルで同一変位(梁による水平拘束)す

る。よって， 第 3－3 図のように各レベルで 1 要素に集約されたモ

デルの結果を用いても問題はない。 

 

注）下線は，第 3－ 2 図で記載している表現を示す。  

 

 
 

第 3－3 図 全応力/有効応力解析質点系モデル 

座屈拘束ブレース

屋根中央部周辺部

フレーム部材
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第 3－4 図 座屈拘束ブレース配置図 
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3.2.2 フレーム部材の設計 

（ 1） 設計方針 

  座屈拘束ブレースを除く，支持架構の全ての部材(柱・大はり・小は

り・トラス柱・鉛直ブレース・水平ブレース)を対象とする。 

  全ての部材に対し，発生応力(軸力・曲げ・せん断力)が，終局強度以

下であることを確認することで健全性を評価する。 

  終局強度は，基準強度を 1.1 倍した値とする。 

 

（ 2） 設計に用いる応力 

  評価に用いる発生応力は，第 3－2 図の②3D フレーム解析の結果とす

る。 

  3D フレーム解析のモデルの特徴は，以下の通り。 

(ア)  上部構造の全ての部材をモデル化対象とする。 

(イ)  座屈拘束ブレースは，非線形性を考慮する。 

(ウ)  基礎・杭・地盤はモデル化対象とせず，基礎上端固定とする。 

 

注）下線は，第 3－ 2 図で記載している表現を示す。 

 

 

 

 

第 3－5 図 3D フレーム解析モデル 

  

PN
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 ②3D フレーム解析の入力荷重は，以下の通り。

(ア) 地震荷重以外にも固定荷重・風荷重・積雪の荷重を組み合わ

せる。

(イ) 地震荷重は，①全応力/有効応力解析の結果のうち，層せん断

力・曲げ・加速度を採用する。(第 3－2 図及び第 3－6 図参照) 

第 3－6 図 全応力/有効応力解析結果から引用する応答値 

(ウ) 層せん断力は，水平荷重として②3D フレーム解析モデル各節

点に入力(各節点の負担質量で按分)する。

第 3－7 図 水平荷重図(3D フレーム解析) 

(エ) 平面を構成する屋根トラス(質点系モデルの上２層)に生じる

付加曲げモーメントは，第 3－8 図に示すように偶力として鉛直

力に変換し，②3D フレーム解析モデルの屋根頂部の各節点に入

EW
NS
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力する。 

(オ)  屋根(中央部)の鉛直加速度は，鉛直震度として②3D フレーム

解析モデル全体に作用させる。屋根中央部以外の部材も，保守的

に，上下動が卓越する屋根中央部の鉛直震度を採用する。 

 

  

 

第 3－8 図 屋根トラスの付加曲げの分配方法 

 

注）下線は，第 3－ 2 図で記載している表現を示す。  

 

  

M1

M2 M1+M2 = ∑Pi×Li

P1 P2 P3 P4

Li

Pi

93



10 

3.3 基礎梁の設計 

 

 

注 )青破線枠内は，第 3－ 2 図と同作業  

 

第 3－9 図 模式図（基礎梁の設計） 

 

（ 1） 設計方針 

  評価対象の RC の基礎梁は，上部構造の柱脚で生じる反力を杭に伝達

させる機能を目的とした部材である。よって，力の伝達に支障をきた

さないよう，構造健全性を確認する。 

  基礎梁の評価は，以下の３つの状況に対して実施する。 

 

第 3－2 表 評価対象とする状況 

 評価対象とする状況 

状況Ａ 上部構造(柱脚)から基礎梁へ応力伝達する状況 

状況Ｂ 基礎梁から杭へ応力伝達する状況 

状況Ｃ 上部構造-杭をつなぐ基礎梁に生じる応力状況 
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（ 2） 設計に用いる応力 

  状況Ａに対する評価として，基礎の終局時耐力が柱脚部の耐力より

大きいことを確認する。発生応力での評価は実施しない。 

  状況Ｂ及びＣの評価は，③基礎 FEM 解析の結果を用い，発生応力(軸

力･曲げ･せん断力)が終局強度以下であることを確認する。 

  ③基礎 FEM 解析は，上部構造(柱脚)から杭への応力伝達状態が適切

に模擬できるよう，以下のようにモデル化する。解析モデル図を第 3

－10 図に示す。 

(ア)  RC の基礎梁は，水平方向に配置したシェル要素でモデル化す

る。 

(イ)  柱脚･杭との応力伝達が適切に表現できるよう，各々の位置に

節点を設ける。(柱脚位置=第 3－10 図のピンク表示の中心，

杭位置=第 3－10 図の白○印) 

(ウ)  杭位置でピン支持の境界条件を与える。 

 

注）下線は，第 3－ 9 図で記載している表現を示す。  

 

 

 

第 3－10 図 基礎 FEM 解析モデル 

  

凡例 

■：柱脚位置 

〇：杭位置 

95



12 

 

  ③基礎 FEM 解析の入力荷重は，以下の通り。 

(ア)  上部構造からの荷重として，第 3－11 図に示す②3D フレーム

解析の柱脚反力を採用する。 

(イ)  基礎に生じる慣性力として，①全応力/有効応力解析において

基礎部で生じた加速度(水平･鉛直)を採用する。 

(ウ)  基礎自重及び基礎上部の積雪荷重を考慮する。 

(エ)  施設全体の水平力から算定した杭頭曲げモーメントの値を計

算し，各杭の位置に考慮する。 

注）下線は，第 3－ 9 図で記載している表現を示す。  

 

 

 

第 3－11 図 上部構造から基礎梁に作用する柱脚反力 

 

 

  第 3－2 表の状況Ｂの評価として，基礎梁に生じる応力(軸力･曲げ･

せん断力)が終局強度以下であることを確認する。 

  第 3－2 表の状況Ｃの評価として，杭の軸方向の押込み力及び水平

方向のせん断力に対し，基礎梁が健全であることを確認する。 

  

拡⼤

柱脚反⼒
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3.4 杭の設計 

 

 
注 )青破線枠内は，第 3－ 9 図と同作業  

 

第 3－12 図 模式図（杭の設計） 

（ 1） 設計方針 

  杭の設計では，以下の３項目に対して評価し，健全性を確認する必要

がある。1 項目でも健全性が確認できない場合，杭の支持機能は確保

できない。 

(ア)  RC の杭体に生じる応力が，終局強度以下であること。 

(イ)  杭に生じる圧縮軸力が，地盤の終局鉛直支持力以下であるこ

と。 

(ウ)  杭に生じる引張軸力が，地盤の終局引抜き抵抗力以下である

こと。 

 

（ 2） 設計に用いる応力 

  杭の設計におけるデータの流れに着目した模式図を第 3－12 図に示

す。 

  杭の設計に用いる軸力は，③基礎 FEM 解析の結果を用いる。 

(ア)  地震荷重が E→W 方向に作用した場合，鉛直軸力は，W 端(圧

縮)及び E 端(引張)で最大となる。 
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(イ ) よって，杭に生じる軸力は，杭の平面配置を考慮した基礎 FEM

解析の結果を引用する。

注）下線は，第 3－ 12 図で記載している表現を示す。

第 3－13 図 杭の軸力（地震荷重：E→W 方向）

 杭頭に生じる水平力は，地震による「上部架構+基礎」の慣性力の全

てを，杭で負担するものとして設計する。

(ア) 水平慣性力を杭に配分する際，基礎の剛性が杭に対して大き

いため，杭頭は同一変形と仮定する。（杭径が同一であれば，

水平力は同じ）

(イ) 杭頭の水平力は，地盤反力の深さ方向の総和に等しいことか

ら杭に生じるせん断力は，杭頭が最大となる。
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第 3－14 図 杭頭の水平力

 杭に生じる曲げ（上部架構の影響）は，杭頭の水平力を元に④手計算

（Chang 式）を用いて計算する。

(ア) 本施設の杭は，深さ方向に対して同径･同配筋の設計として

いることから，最大応力が発生する深さ位置（杭頭）で評価

する。

注）下線は，第 3－ 12 図で記載している表現を示す。

第 3－15 図 Chang 式による曲げモーメント分布の例
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 杭に生じる応力（深さ方向の地盤振動影響）は，全応力/有効応力解

析における改良地盤の変形量を元に，杭の剛性に強制変位を与えた

⑤杭の静解析の結果（曲げ・せん断）を用いる。

(ア) 杭は，改良地盤に追従した変形をすると仮定する。

(イ) 杭位置に相当する改良地盤の各層における各節点の変形量

を集計し，杭の剛性を模擬したモデルにて静解析を行う。

注）下線は，第 3－ 12 図で記載している表現を示す。

第 3－16 図 強制変位を与える杭の静解析のイメージ
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 杭の設計で評価する応力をまとめた表を第 3－3 表に示す。

注）下線は，第 3－ 12 図で記載している表現を示す。

第 3－3 表 杭の設計で評価する応力まとめ

応力種類 評価する応力

軸力 ③基礎 FEM 解析結果

曲げ ④手計算（Chang 式）の計算結果+⑤杭の静解析結果

せん断 ③基礎 FEM 解析結果+⑤杭の静解析結果
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3.5 地盤(沈下・転倒･滑動)の確認

 沈下に対する評価は，0 章の杭の設計の結果から判断する。杭に発生

する鉛直力が，鉛直支持力(杭先端の極限支持力＋周辺摩擦抵抗)以

下であれば，沈下は生じない。

第 3－17 図 杭基礎の沈下イメージ

 転倒に対する検討は，①全応力/有効応力解析の結果を元に評価する。 

(ア) 杭を取り囲む改良地盤が転倒挙動しないことを確認する。

(イ) 改良地盤と岩盤の境界面において，鉛直方向で引張が生じな

い場合，転倒しないと判断する。

(ウ) 境界面で鉛直力で引張が生じる場合，転倒モーメントを計算

し，安定モーメント以下であることを確認する。

杭に発生する鉛直力 ＜ 杭先端の極限支持力 + 杭の周辺摩擦抵抗 

転倒モーメント ＜ 安定モーメント
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第 3－18 図 杭基礎の転倒イメージ

 滑動に対する検討は，①全応力/有効応力解析の結果を元に評価す

る。改良地盤と岩盤の境界面で生じるせん断力が，改良地盤のせん

断抵抗力以下であることを確認する。

第 3－19 図 杭基礎の滑動イメージ

注）下線は，第 3－ 12 図で記載している表現を示す。

境界面で生じる水平力 ＜ 改良地盤のせん断抵抗力+杭のせん断抵抗力

103



1 

別添 3 

三次元フレームモデルを用いた質点系モデルの 

妥当性検証について 

作成中
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1. 概要

飛来物防護ネットにおいては，竜巻による飛来物衝突時に防護板及び防

護ネットに作用する荷重の方が，Ss 地震時に作用する荷重よりも大きい

ことから，耐震評価対象部位の対象外としている。 

本資料は，Ss 地震時に作用する荷重と飛来物衝突時に作用する荷重の

比較結果を示し，荷重の包絡性について説明する。 

2. 評価対象部位

飛来物防護ネットの屋根（水平設置）及び側面（鉛直設置）に設置され

る防護板，防護ネットで Ss 地震時に作用する荷重及び飛来物の衝突速度

が異なることから，第２-１図，第２-１表に示す４ケースを対象に比較を

行った。防護板及び防護ネットのサイズが大きい方が，重量が増加するた

め，Ss 地震時に作用する荷重が大きくなる。このことから，最大サイズ

の部位を対象とし，評価を行う。 

第２-１表 評価対象部位

防護板 防護ネット

屋根（水平設置） ケース① ケース③

側面（鉛直設置） ケース② ケース④

第２-１図 評価対象部位

ケース②

ケース③

ケース①

ケース④
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3. 荷重比較結果 

防護板及び防護ネットに作用する荷重の比較結果を第３-１表に，各ケー

スの荷重作用図を第３-１図～第３-４図示す。Ss 地震時と飛来物衝突時で

は，作用する荷重方向が異なるが，Ss 地震時に最大荷重が作用する方向に

ついては，飛来物衝突時に作用する荷重に包絡されている。また，Ss 地震

時のみ荷重が作用する方向については，荷重レベルが最大荷重に比べて小

さく，耐震性への影響は軽微と考えられる。影響確認として，防護板及び

防護ネットを支持架構に取り付けるためのボルト（以下，取付ボルト及び

押さえボルト）に生じる荷重を算出し，許容荷重と比較した結果を第３-２

表に示す。第３-２表より，Ss 地震時に生じる取付ボルト及び押さえボル

トの荷重はボルトの許容荷重と比べて十分小さく，耐震性への影響は軽微

であることを確認した。従って，防護板及び防護ネットを耐震評価の対象

外とすることは妥当である。 
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第３-１表 防護板及び防護ネットに作用する荷重の比較結果  
 荷重 

方向 
Ss 地震時に作用する荷重 飛来物衝突時に作用する荷重 

ケース①  

水平 

(NS) 

Ss 地震荷重 

80 kN(注 ３ ) 
－（作用しない） 

水平 

(EW) 

Ss 地震荷重 

80 kN(注 ３ ) 
－（作用しない） 

鉛直 
固定荷重＋Ss 地震荷重＋積雪荷重 

110 kN 

固定荷重＋衝突荷重＋積雪荷重 

1300 kN 

ケース②  

水平 

(NS) 

Ss 地震荷重＋風荷重 

140 kN(注 ３ ) 

衝突荷重＋風荷重 

1800 kN 

水平 

(EW) 

Ss 地震荷重＋風荷重 

140 kN(注 ３ ) 
－（作用しない） 

鉛直 
固定荷重＋Ss 地震荷重 

50 kN 
－（作用しない） 

ケース③  

水平 

(NS) 

Ss 地震荷重 

30 kN(注 ３ ) 
－（作用しない） 

水平 

(EW) 

Ss 地震荷重 

30 kN(注 ３ ) 
－（作用しない） 

鉛直 

固定荷重＋Ss 地震荷重 

＋風荷重 (注 １ )＋積雪荷重 

170 kN 

固定荷重＋衝突荷重 

＋風荷重 (注 １ )＋積雪荷重 

230 kN 

ケース④  

水平 

(NS) 

Ss 地震荷重＋風荷重 

130 kN(注 ３ ) 

固定荷重 (注 ２ )＋衝突荷重 

＋風荷重 

418 kN 

水平 

(EW) 

Ss 地震荷重＋風荷重 

130 kN(注 ３ ) 
－（作用しない） 

鉛直 
固定荷重＋Ss 地震荷重 

30 kN 
－（作用しない） 

注１：屋根の防護ネットの強度評価において，保守的に風荷重も考慮している

ことから，それに合わせて評価する。 

注２：側面の防護ネットの強度評価において，保守的に固定荷重も考慮してい

ることから，それに合わせて評価する。 

注３：NS 方向荷重と EW 方向荷重の包絡値を示す。 

 

109



4 

鉛 直方 向 荷 重

NS 方向 荷 重

【取付ボルト】

サイズ：M24

本数：32 本 

強度区分：8.8 

NS 方向 荷 重 (80  kN)  

鉛 直方 向 荷 重 (110  kN)  

第３-１図 ケース①の荷重作用図

：Ss 地震時に防護板に作用する荷重  

：Ss 地震時に取付ボルトに作用する荷重

NS 方向 荷 重 (80  kN)  

EW 方 向荷 重 (80  kN)  

ケース①

NS 方向荷重  

EW 方向荷重  
鉛直方向荷重

Y 

X 

Z 

Z 

Y 
X 

Z 
Y 

X 

衝 突時 荷 重 (1300 kN)  

：飛来物衝突時に防護板に作用する荷重
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NS 
方 向荷 重

鉛 直

方 向荷 重 【取付ボルト】

サイズ：M24

本数：64 本 

強度区分：8.8 

NS 
方 向荷 重

(140 kN)  

鉛 直

方 向荷 重

(50  kN)  

第３-２図 ケース②の荷重作用図

ケース②

NS 方向荷重  

EW 方向荷重  

鉛直方向荷重

Y 

X 

Z 

EW 方 向荷 重

(140kN)  

鉛 直方 向 荷 重

(50  kN)  

Y 
X 

Z 

X 
Y 

Z 

：Ss 地震時に防護板に作用する荷重  

：Ss 地震時に取付ボルトに作用する荷重

：飛来物衝突時に防護板に作用する荷重

衝 突時 荷 重

(1800 kN)  
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 第３-３図 ケース③の荷重作用図

ケース③

Y 

X 

Z 

NS 方向荷重  

EW 方向荷重  
鉛直方向荷重

NS 方向 荷 重

鉛 直方 向 荷 重

NS 方向 荷 重 (30  kN)  

鉛 直方 向 荷 重 (170 kN)  

NS 方向 荷 重

(30  kN)  

EW 方 向荷 重

(30  kN)  

EW 方 向荷 重  

Z  

Y 
X 

Z 
Y 

X 

【取付ボルト】

サイズ：M24

本数：16 本 

強度区分：10.9 

【押さえボルト】

サイズ：M27

本数：8 本 

強度区分：10.9 

：Ss 地震時に防護板に作用する荷重  

：Ss 地震時に取付ボルトに作用する荷重

：飛来物衝突時に防護板に作用する荷重

衝 突時 荷 重 (230 kN)  
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鉛 直方 向 荷 重
NS 方向 荷 重

鉛 直

方 向荷 重

(30kN)

NS 
方 向荷 重

(130 kN)  

EW 方 向荷 重

【取付ボルト】

サイズ：M24

本数：16 本 

強度区分：10.9 

【押さえボルト】

サイズ：M27

本数：8 本 

強度区分：10.9 

第３-４図 ケース④の荷重作用図

EW 方 向荷 重

(130 kN)  

鉛 直方 向 荷 重

(30  kN)  

ケース④

NS 方向荷重  

EW 方向荷重  

鉛直方向荷重

Y 

X 

Z 

Y 
X 

Z 

：Ss 地震時に防護板に

作用する荷重

：Ss 地震時に取付ボルトに

作用する荷重

：飛来物衝突時に防護板に

作用する荷重

衝 突時 荷 重

(418 kN)  
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第３-２表 取付ボルト及び押さえボルトに作用する荷重の比較結果

荷重方向 ボルト種類 荷重 Ss 地震時 (注 ) 許容荷重 

ケース①

水平(NS) 取付ボルト せん断 3 kN 118 kN 

水平(EW) 取付ボルト せん断 3 kN 118 kN 

鉛直 取付ボルト 引張 4 kN 205 kN 

ケース②

水平(NS) 取付ボルト 引張 3 kN 205 kN 

水平(EW) 取付ボルト せん断 3 kN 118 kN 

鉛直 取付ボルト せん断 1 kN 118 kN 

ケース③

水平(NS) 押さえボルト 圧縮 4 kN 334 kN 

水平(EW) 押さえボルト 圧縮 4 kN 334 kN 

鉛直 取付ボルト 引張 11 kN 256 kN 

ケース④

水平(NS) 取付ボルト 引張 9 kN 256 kN 

水平(EW) 押さえボルト 圧縮 17 kN 334 kN 

鉛直 押さえボルト 圧縮 4 kN 334 kN 

注：ボルト１本あたりに作用する荷重

4. 考察及びまとめ 

３.に示した荷重の比較結果より，飛来物防護ネットの防護板及び防護ネ

ットについて，Ss 地震時と飛来物衝突時では，作用する荷重方向が異なる

が，Ss 地震時に最大荷重が作用する方向については，飛来物衝突時に作用

する荷重に包絡されている。また，Ss 地震時のみ荷重が作用する方向につ

いては，荷重レベルが最大荷重に比べて小さく，取付ボルト及び押さえボ

ルトに生じる荷重は許容荷重を十分に下回ることから，耐震性への影響が

軽微であることを確認した。 

従って，防護板及び防護ネットは Ss 地震時の最大荷重を上回る飛来物

衝突時荷重で設計することで耐震性を満足することから，耐震評価の対象

外とすることで問題ない。 
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1. 概要 

飛来物防護ネットは地震荷重低減のために座屈拘束ブレースを採用して

いる。座屈拘束ブレースは自重及び風荷重に対しては弾性範囲内の応答で

あるが，大きな地震荷重が作用した際に塑性変形を許容する設計である。 

本資料は，基準地震動 Ss に対する座屈拘束ブレースの構造評価結果に

ついてまとめたものである。 

 

2. 構造評価フロー 

座屈拘束ブレースは，実証試験にて破断しない軸ひずみ及び疲労性能曲

線（第２-２図参照）が確認されている。従って，実証試験にて健全性が確

認されている値を許容限界とする。具体的には以下のとおりである。 

①軸ひずみが 3.0％以下であること。 

②軸ひずみの繰返し回数が，疲労性能曲線（第２-２図参照）から算出さ

れる許容繰返し回数以下であること。 

 
注：最大軸ひずみが 7.2％発生しても破損しないことを実証試験にて確認

されているが，許容限界値としては日本建築センターにて確認された

軸ひずみの 3.0％とする。 

 

座屈拘束ブレースの構造評価フローを第２-１図に示す。 

 

 

 
第２-１図 座屈拘束ブレースの構造評価フロー  

 

評価開始 

地震応答解析 

②疲労評価 

①軸ひずみの評価 

評価終了 
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2 

 
第２-２図 座屈拘束ブレースの疲労性能試験結果

今回適用する 

座屈拘束ブレースの材質 

118



3 

3. 評価方法 

3.1 軸ひずみの評価 

地震応答解析にて算出される軸ひずみの時刻歴から，最大の軸ひずみを

算出し，許容限界である 3.0％以下であることを確認する。 

 
3.2 疲労評価 

座屈拘束ブレースの疲労性能曲線を第３-１図に示す。発生する軸ひずみ

振幅を第３-１表に示す５種類に分けて疲労係数を算出し，マイナー則に基

づき，疲労係数の総和が 1.0 未満であることを確認する。 

 
第３-１表 疲労係数算出方法  

分類  疲労係数算出方法  

①  ひずみ振幅：1％以上 
１％以上のひずみ振幅回数を算出し，最大ひずみ

振幅の許容繰返し回数に対する比率を算出。 

②  ひずみ振幅：0.5％以上，

１％未満 

0.5％以上，１％未満のひずみ振幅回数を算出し，

１％ひずみ振幅の許容繰返し回数に対する比率を

算出。 

③  ひずみ振幅：0.3％以上，

0.5％未満 

0.3％以上，0.5％未満のひずみ振幅回数を算出し，

0.5％ひずみ振幅の許容繰返し回数に対する比率

を算出。 

④  ひずみ振幅：0.1％以上，

0.3％未満 

0.1％以上，0.3％未満のひずみ振幅回数を算出し，

0.3％ひずみ振幅の許容繰返し回数に対する比率

を算出。 

⑤  疲労限以下 

（ひずみ振幅 0.1％未満） 
疲労評価の対象外とする。（ 注 ）  

（注）：許容繰返し回数（100 万回以上）が非常に大きいことから疲労評価不

要とする。  
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4 

 
第３-１図 座屈拘束ブレースの疲労性能曲線 

 

4. 構造評価 

4.1 評価用地震動 

評価用地震動として，地震の作用時間が最も長い地震波（Ss-A(H)）及び

最大応答せん断力が発生している地震波（Ss-C1(H)）を対象として評価す

る。評価用地震動を第４-１図に示す。 

 

地震動：Ss-A（H）  

 

地震動：Ss-C1(H) 

 

第４-１図 評価用地震動時刻歴波形 

  

①１％以上 

⑤0.1％未満  

②0.5～１％未満  

③0.3～ 0.5％未満  

④0.1～ 0.3％未満  
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4.2 軸ひずみの評価 

ひずみが最も大きい座屈拘束ブレースの軸ひずみ時刻歴を第４-２図に

示す。評価の結果，最大の軸ひずみは約 1.6％であり，許容値（3.0％）を

下回ることから破断のおそれはなく，座屈拘束ブレースの変形追従及びエ

ネルギ吸収性能に影響はない。 

 

4.3 疲労評価 

疲労係数が最も厳しい座屈拘束ブレースに対する疲労評価結果を，第４

-１表，第４-２表に示す。疲労係数の総和が最大で 0.192 であり，1.0 を

下回ることから，疲労による破断のおそれはなく，座屈拘束ブレースの変

形追従及びエネルギ吸収性能に影響はない。 
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第４-１表 疲労評価結果 地震波 Ss-A(H)  

ひずみ振幅 

（0.1％ -0.3％） 

ひずみ振幅 

（0.3％ -0.5％） 

ひずみ振幅 

（0.5％ -1.0％） 

ひずみ振幅 

（1.0％ -1.8％） 

疲労係数総和 
許容繰返し回数 N： 5537 回  許容繰返し回数 N： 1952 回  許容繰返し回数 N： 474 回  許容繰返し回数 N： 142 回  

繰返し数 n 
疲労係数 

n/N 
繰返し数 n 

疲労係数 

n/N 
繰返し数 n 

疲労係数 

n/N 
繰返し数 n 

疲労係数 

n/N 

146 0.0264  88  0.0451  47  0.0992  ３  0.0211  0.192 

（注）最も厳しい箇所の結果のみを記載（NS 方向，要素 No.121）  

 
第４-２表 疲労評価結果 地震波 Ss-C1(H)  

ひずみ振幅 

（0.1％ -0.3％） 

ひずみ振幅 

（0.3％ -0.5％） 

ひずみ振幅 

（0.5％ -1.0％） 

ひずみ振幅 

（1.0％ -2.5％） 

疲労係数総和 
許容繰返し回数 N： 5537 回  許容繰返し回数 N： 1952 回  許容繰返し回数 N： 474 回  許容繰返し回数 N： 73 回  

繰返し数 n 
疲労係数 

n/N 
繰返し数 n 

疲労係数 

n/N 
繰返し数 n 

疲労係数 

n/N 
繰返し数 n 

疲労係数 

n/N 

10 0.0018 ４  0.0020 １  0.0021 １  0.0137 0.020 

（注）最も厳しい箇所の結果のみを記載（NS 方向，要素 No.121）  

 
 
 

122



7 

 

 
 

 

地震波 Ss-A（H），NS 方向，要素 No.121）  

 

 
 

地震波 Ss-C1（ H），NS 方向，要素 No.121）  

 
第４-２図 座屈拘束ブレース軸ひずみ時刻歴の結果 

  

座 屈 拘 束 ブ レ ー ス  

最大の軸ひずみ  

123



8 

5. 考察及びまとめ 

座屈拘束ブレースの塑性変形を考慮した構造評価を実施した。最大軸ひ

ずみは 1.6%程度であり，許容値の 3.0%以下を満足している。また，軸ひず

みの繰返し回数が，疲労性能曲線から算出される許容繰返し回数以下を満

足している。 

以上より，飛来物防護ネットに使用される座屈拘束ブレースは Ss 地震

が発生しても破断するおそれはなく，残留ひずみも 0.2％程度であり，疲

労係数についても基準地震動 Ss１回分以上の余裕があることから，座屈拘

束ブレースは地震発生前と同等の変形追従及びエネルギ吸収性能を維持す

ることができる。 
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別添６  

相対変位評価について 

 

地震応答解析の設計モデル見直しにつき、数値修正予定  
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1. 概要 

飛来物防護ネットは，安全冷却水Ｂ冷却塔（以下，「冷却塔本体」とい

う。）を覆うように設置されていることから，基準地震動 Ss による相対変

位によって冷却塔本体に波及的影響を及ぼすおそれがある。 

本書は，基準地震動 Ss による相対変位と冷却塔本体までの離隔距離と

の比較結果を示し，基準地震動 Ss により飛来物防護ネットが冷却塔本体

に波及的影響を与えないことを説明する。 

 

2. 評価方法 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２-１図 離隔距離イメージ図 
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3. 評価結果 

評価結果を第３-１表に示す。

 

 
第３-１表 比較結果  

地震動 相対変位 注 1， 注 ２ ， 注 ３  最小離隔距離 

直下地盤物性 mm mm 

注１：

 

注２：

 

注３：

 

 
4. 考察及びまとめ 

３.に示した相対変位と最小離隔距離の比較結果より，基準地震動 Ss に

よる飛来物防護ネットと冷却塔本体との相対変位が，最小離隔距離を下回

ることを確認した。 

従って，飛来物防護ネットが冷却塔本体に対して，基準地震動 Ss による

波及的影響を与えないことを確認した。  
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別添 7 

耐震計算（全応力解析、有効応力解析）について

 

作成中 
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別添 8 

耐震計算（上部構造、基礎梁、杭、その他）について

 

作成中 
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